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企画部 施工企画課

講義内容

1. ＣＩＭの導入の取組み

2. 情報化施工の取り組み
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講義内容

1. ＣＩＭの導入の取組み
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ＢＩＭの導入

ＢＩＭ（Building Information Modeling) （建築分野）

作成：（社）IAI日本

コンピュータ上に作成した3次元の形状情報に加え、室等の名称や仕上げ、材料・部材の仕様・性
能、コスト情報等、建物の属性情報を併せもつ建物情報モデル（ＢＩＭモデル）を構築すること。

ＢＩＭの活用により、設計～施工、維持管理に至るまでの建築ライフサイクルのあらゆる工程で効
率化に繋がる。



CIMデータ
ベース等

計画 設計 施工
維持
管理

建設生産システム改革
（計画～維持管理までの

ﾄｰﾀﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ）

・情報の有効活用（設計の可視化）
・設計の最適化（整合性の確保）
・施工の効率化、高度化（情報化

施工）
・維持管理の効率化、高度化

ＩＣＴを核として施策・要素技術を統合

国民

開発者 予算担当

国民

予算担当施策担当発注担当

開発者生産者 受注者

施策担当
発注担当

生産者

受注者

・コスト縮減
・品質管理
・環境施策
・防災施策 等

ＣＩＭの取り組み

ＣＩＭ （Construction Information Modeling) （土木分野）

「CIM」とは、計画・調査・設計段階から3次元モデルを導入し、その後の施工、維持管理の各段階
においても3次元モデルに連携・発展させ、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を共有する
ことにより、一連の建設生産システムの効率化・高度化を図るものである。

3次元モデルは、各段階で追加・充実され、維持管理での効率的な活用を図る。
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ＣＩＭの概念

（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット割）
の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取り
付け等）

・干渉チェック、設計ミスの削減
・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、
出来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定

・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方
が効率的なデータは概略
とする）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）

３次元モデル例
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コ
ス
ト
縮
減

合意形成が速くなる
・住民説明会
・工事説明会
・関係者協議（管理者・

警察等）

意思決定が速くなる
・三者会議（発注者－ゼネ

コン－コンサル）
・本局－事務所－出張所等
・受注者－発注者
・元請－下請

設計ミスや手戻りが減る
・設計の可視化
・図面等の整合性確保
・数量算出の自動化等
・違算の防止

施工性が向上し工期が
短縮できる
・施工計画書への反映
・施工順序等の最適化
・現場内情報共有
・仮設等安全性向上

ＣＩＭと情報化施工
のデータ連携
・3次元データの共有
・情報化施工による現場の

高速化
・安全性・確実性の向上

工
期
短
縮

比較・概略検討等が
容易になる
・ルート選定が容易
・概算コスト比較が容易
・国土地理院データの活用
・詳細設計への移行が容易

配筋シミュレーション

最適ルート選定

複雑な施工
順序確認

住民説明会

受発注者打合せ

マシンコント
ロール

設計変更が容易になる
・数量算出の自動化等

調
査

設
計

施
工

維
持
管
理

維持管理における情報共有ツールのイメージ

アセットマネジメントシステムの確立・運用

適確な
維持管理
• 施工時の品質情報

やセンサー情報な
ど維持管理に必要
な情報をモデルに
追加することによる
維持管理の効率化

避難経路

斜面勾配

３次元
モデル
（概略）

３次元モデル
（詳細）

工事現場の安全を確保
・作業現場内危険箇所の事前

チェックにより事故を防止

３次元モデル

３次元モデル

３次元モデル

世界最先端の建設生産システム⇒新産業の創出
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ＣＩＭ導入による効果

ＣＩＭと国土交通省における戦略・計画等の関係
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情報化施工推進戦略（Ｈ２５～Ｈ２９）
情報化施⼯推進戦略とは、情報化施⼯について、建設施⼯におけるイノベーションを実現する⼿段の⼀つであるとの認識の

下、その普及を通じて建設事業の諸課題を解決し、良質な社会資本の整備と適確な維持管理・更新を実現することを⽬的に、
その⽬指す姿と普及に向けての対応⽅針、スケジュール及び具体的な⽬標などについて検討を⾏い、とりまとめたもの。

①情報化施⼯に関連するデータの利活⽤に関する重点⽬標

②新たに普及を推進する技術・⼯種の拡⼤に関する重点⽬標
③情報化施⼯の普及の拡⼤に関する重点⽬標
④地⽅公共団体への展開に関する重点⽬標

⑤情報化施⼯に関する教育・教習の充実に関する重点⽬標

・CIM導⼊の検討と連携し、３次元モデルからの３次元データの作成や
施⼯中に取得出来る情報の維持管理等での活⽤

５つの重点⽬標 １０の取り組み
①情報化施⼯による施⼯管理要領、監督・検査要領の整備
②情報化施⼯の定量的な評価の実施
③技術基準類（設計・施⼯）の整備
④CIMと連携したデータ共有⼿法の作成
⑤新たな技術や既存の技術を導⼊し普及する仕組み作り
⑥⼀般化及び実⽤化の推進
⑦ユーザが容易に調達できる環境の整備
⑧情報発信の強化
⑨情報化施⼯の導⼊現場の公開や⽀援の充実
⑩研修の継続と内容の充実

第３期国土交通省技術基本計画（Ｈ２４～Ｈ２８）
国⼟交通省技術基本計画は、政府の科学技術基本計画や⽇本再⽣戦略、社会資本整備重点計画等の関連計画を踏まえ、国
⼟交通⾏政における事業・施策のより⼀層の効果・効率の向上を実現し、国⼟交通技術が国内外において広く社会に貢献す
ることを⽬的として、技術政策の基本⽅針を⽰し、技術研究開発の推進と技術の効果的な活⽤、技術政策を⽀える⼈材育成
等の重要な取組を定めるもの。

２－２ 重点プロジェクトの推進

・特に優先度の高い政策課題の解決に向けて、強力に推進していく分野横断的な一連の取組
を総合的に推進。

・具体の取組については、今後、各プロジェクトリーダーを設置し、関係者の協力の下で推進。

「７つの重点プロジェクト」
Ⅰ．災害に強いレジリエントな国土づくり Ⅱ．社会資本維持管理・更新
Ⅲ．安全・安心かつ効率的な交通の実現 Ⅳ．海洋フロンティア Ⅴ．グリーンイノベーション
Ⅵ．国土・地球観測基盤情報 Ⅶ．建設生産システム改善

【第２章】 技術研究開発の推進及び新技術と既存技術の効果的な活用 建設生産システム改善プロジェクト
公共事業の計画から調査・設計、施工、維持管理そして更新に至る一連

の過程において、ＩＣＴを駆使して、設計・施工・協議・維持管理等に係る各情
報の一元化及び業務改善による一層の効果・効率向上を図り、公共事業の
品質確保や環境性能の向上、トータルコストの縮減を目指す。とりわけ、建
築分野において導入の進むＢＩＭ（Building Information Modeling)の要素を

建設分野に取り入れたＣＩＭ(Construction Information Modeling)の概
念を通じ、建設生産システムのブレイクスルーを目指す。施工段階において
は、ＩＣＴやロボット技術等を活用した情報化施工・無人化施工等の更なる高
度化に向け、産学官が連携して技術研究開発を進め、安全性・作業効率・
品質の向上を目指す。

Ｈ24.12策定

Ｈ25.3策定
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産官学が一体となった検討体制の構築

国道４０号天塩防災
道路改築（土工）
(パシフィックコンサルタンツ（株））

拡幅対象箇所

三陸沿岸道路釜石山田道路
Dランプ橋
（日本工営（株））

八王子南バイパス 調整池
（中央復建コンサルタンツ（株））

圏央道（横浜環状南線） 橋脚
（八千代エンジニヤリング（株））

中部横断自動車道 橋脚
（大日本コンサルタント（株）)

能越自動車道（七尾氷見道路）
ＰＣ方杖ラーメン橋
（パシフィックコンサルタンツ（株））

国道１５５号 豊田南バイパス
道路詳細設計
（（株）オリエンタルコンサルタンツ）

国道２０１号 飯塚庄内田川バイパス
トンネル坑口部付近
（（株）千代田コンサルタント）

国道１６１号 青柳北交差点改良事業
ポータルラーメン橋
（大日本コンサルタント（株））

国道２号 安芸バイパス 橋台
（新日本技研（株））

四国横断自動車道（阿南～徳島東）
地盤改良
（（株）エイト日本技術開発）

ＣＩＭの試行 − 平成２４年度 全国１１モデル事業の実施
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路線選定で検討した道路中心線、縦断線形を３次元設計ソフトに移行し、縦断図、横断図、法面展開図を自動作図及び
数量の自動計算を実施。これにより、概算工事価格を容易に算出可能。また、修正も容易である。

H25モデル事業の取り組み事例（数量等自動作業）

現況地形モデル：
1/1000空測地形図

３次元モデル

①測点（起終点）を任意に設定し、入力

②３次元モデルにて土量を自動計算

①測点（起終点）を任意に設定し、入力

②３次元モデルにて土量を自動計算
切土切土

盛土盛土

盛土横断図

自動計算結果（イメージ）自動計算結果（イメージ）

区 間 切土量(m3) 盛土量(m3) ネット(m3) 

STA100+60
～

STA100+90
（延長300m）

24,197.54 172.53 24,025.01

※測点を入力※測点を入力

H25モデル事業の取り組み事例事例（干渉確認）
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• ２次元の設計図面では限界のある立体的な干渉チェックが可能

①干渉を確認 ②修正（鉄筋間隔を調整）

■干渉部位：杭鉄筋と底版鉄筋の干渉
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H25モデル事業の取り組み事例（レーザープロファイラー）

・詳細図面がなくても現況施設形状を正確に再現、取り合い等の微調整に有効活用できる。
(既設構造物の補強設計等には効果的である。)

・点群データに色情報を加えることで３次元モデルのサーフェイス化時に面構成を自動化できる。

試行業務内容 樋門耐震対策詳細設計 近畿地方整備局

効果事例 レーザープロファイラー（色情報付）による既存構造物、施設をモデル化

３次元レーザープロファイラーで施設の
点群情報を取得（精度3mm未満/50m）

点群データ画像

３次元モデル化
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ＣＩＭ施行状況（四国）



H24 H25 H26 H27 H28 H29

現行
STEP  1 試行期間(H24-H26) STEP  2   試行拡大期間(H25-H27) STEP  3  導入期間 (H26-H28)

既存技術の範囲で基本的属性情報を付与した構
築可能なCIMモデルを構築・活用する。
測量、構造計算、積算は従来と同様。
施工では、初歩的活用を図る。

技術開発（デジタル地形情報、3次元設計・計算、
属性情報、数量算出）によりCIMの内容・範囲の拡
大を図る。
施工ではCIMの多様な活用を図る。

デジタル地形情報、3次元設計・計算及び属性情
報の高度化を図る。
施工ではCIMのより高度な活用を図り、維持管理
への活用を図る。

見直し

基礎的試行 利活用試行 適用試行導入

・各フェーズ毎に、現状の水準でCIMの特
性を踏まえての効果を検証し、利活用範
囲を絞り込む段階
・自発的な試行、開発により利活用の適用
課題を抽出する段階

・各フェーズ相互で連携・共有できるモデ
ルを利活用し効果特性を絞り込む、また高
度な維持管理フェーズへの導入効果を目
的としたプロジェクトを選定し試行導入を
図る。

・各フェーズで連携・共有できるモデルを利
活用し、一連の建設プロセスの効率化を
図る先導的プロジェクトを選定し導入を図
る。

各フェーズ毎の利活用・効果検証

先導的導入事業
ガイドライン策定

(試行モデル工事・予備設計モデル業務)

先導的導入事業(仮称)の運用

見直し計画(中期目標)の骨子見直し計画(中期目標)の骨子

(詳細設計試行業務)

各フェーズの適用性検討・優位適正の検証

相互フェーズ導入の優位適正の検証

導入計画の見直し方針(イメージ) 

導入方針と導入ステップ導入方針と導入ステップ
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一連建設プロセスでの導入適用範囲の検討

高度な維持管理フェーズ導入検討
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平成２７年度の制度検討事項



講義内容

２．情報化施工の取り組み
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我が国が今直面する社会課題と情報化施工
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情報化施工による社会課題解決の可能性

18

四国の情報化施工の活用状況
■ 施工管理において活用する技術

【TSによる出来形管理技術】／【TS/GNSSによる締固め管理技術】
TSによる出来形管理技術（土工）のうち10,000m3以上は一般化技術（使用原則化）

技 術 TSによる出来形管理 TS/GNSSによる締固め管理

出来形管理は情報化施工
の基幹技術
TS出来形管理は「監督検
査要領」を策定済

TS出来形管理を優先して
普及促進

活用率※ ９３％（使用原則化）
１万m3未満５６％（６０％）

２４％（３０％）

■ 施工において活用する技術

【マシンコントロール(MC）/マシンガイダンス(MG)技術】

機 種 ＭＣモータグレーダ ＭＣ／ＭＧブルドーザ ＭＧバックホウ

MCグレーダは施工者自
らが採用し、導入現場数
が増加している
自社保有化も進みつつ
ある

MCグレーダを優先して
普及促進

活用率※ ７１％（６０％） ８％（３０％） ３４％（３０％）

※四国の直轄工事における活用率（平成２７年３月末現在）。
※（ ）内は平成２６年度の目標活用率 （Ｈ２５．５．１４付 情報化施工技術の一般化実用化の実施方針）。
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普及を推進する情報化施工技術の活用目標

20

情報化施工の実施方法①情報化施工の実施形態について

21

１．発注者指定型工事

・高い機械損料が計上され、施工歩掛りも効率の良いもので計上。

・初心者に情報化施工に慣れてもらえる。

・工事成績評定では活用した場合は加点の対象となる。
※使用原則化工事（発注者指定でＴＳ土工１０，０００ｍ３以上）以外

２．施工者希望型工事

・機械損料は反映されないが、施工効率の向上分については受注

者の利益となる。

・総合落札方式では情報化施工技術の活用予定が確認できれば

加点の対象となる。

・工事成績評定では活用した場合は加点の対象となる。

※特記仕様書等に情報化施工技術の活用が明記された工事

※総合評価または契約後の施工計画書等で受注者
から情報化施工技術を提案された工事。



・「使用原則化工事」以外で情報化施工技術を活用した場合は加点
の対象とする。 ＋２点×０．４

※ＮＥＴＩＳ登録技術であれば適宜評価が追加。

工事成績評定への反映
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・発注者指定型工事・・・評価なし

・施工者希望型工事・・・情報化施工技術の活用が想定できる全て
の工事において、活用予定が確認できれば
加点の対象とする。

総合評価落札方式への反映

工事成績評定等への反映について

平成２７年度推進のポイント
○情報化施工推進における課題として

課題１：受・発注者等への情報提供等、広報不足

課題２：施工主体における技術力、情報等の不足等があげられる。

このため、情報提供にあたっての基本方針として、平成２７年４月より運用が開始され

た「公共事業品質確保法に基づく、発注関係事務の運用に関する指針」に基づき、情報化

施工を公共事業の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保対策を実現するための重

要な手法と位置付け、「公共事業品質確保法」を絡めた情報提供等を実施していく。

【情報提供の対象者】

受注者：若手経営者、オペレータを含む現場関係者

発注者：監督職員、県等の出先機関の 現場管理職

○具体的な取り組み

【課題１について】

①受注者への対応

若手経営者を対象とした情報化施工推進の働きかけを予定。（各県）

②主任監督員等への対応

主任監督員、新任監督員研修で、情報化施工の必要性、メリットを情報提供。

③地方自治体への対応

各県本庁課長に加え、出先機関の担当課長に情報提供を予定。
23

四国の情報化施工推進の取り組み（案）



【課題２について】

①講習会等

・施工現場で情報化施工機械の操作講習会等を実施。

・四国技術事務所で情報化施工等に関する操作訓練を実施予定。

②意見交換会の実施

・四国４県で、発注者、受注者等現場担当者の意見交換会を実施予定。

③情報化施工に対応した３Ｄ設計の実務講習会

・３Ｄデータ作成に必要なＣＡＤ技術者育成のための実務講習会を予定。

バックホウマシンガイダンス操作

モニター

ＴＳ・ＧＮＳＳモーター
グレーダー操作

モニター

講習会状況
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四国の情報化施工推進の取り組み（案）

情報化施工現場研修会・講習会等の開催状況について
○平成24年度実施

・職員研修（4/24,5/23）：２２人（内自治体２人）

・講習会・建設業協会等（２回）１６０人

・現場見学会「路盤工」（１回）３０人

・セミナー（１回）

○平成25年度実施

・職員研修（4/24,5/23）：１３人（内自治体２人）

・講習会・建設業協会等（５回）３９０人

・現場見学会（12月～3月、６回）のべ１１０人（内自治体６０、民間２０、職員３０）

・セミナー（１回）

○平成26年度実施

・職員研修（4/24,5/20）： ２５人（内自治体２人）

・講習会・建設業協会等（９回）６９０人

・現場見学会（12月～3月、６回）のべ１４０人（内自治体３５，民間４４、職員６１）

・セミナー（１回）２７人

講習会状況

四国の情報化施工の取り組み （H24～H26実績）
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講習会状況

◆今後の取組み

○講習会、現場見学会の開催
○展示会等の開催 等

情報化施工・四国の取組み事例

【講習会実施例】
日＿時：平成26年7月16日（水）13:30～16:30
場＿所：高知県幡多郡黒潮町
参加者：業者3７名、国交省15名、講師8名
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Ｈ２６四国建設フェア

バックホウマシンガイダンスのデモ

ＭＣ締固め技術

講習会状況

建設機械の展示とデモ(予定)

○現場見学会の開催：MCモーターグレーダー

情報化施工・四国の取組み事例
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【講習会実施例】
日＿時：平成26年10月29日（水）
場＿所：香川県東かがわ市

平成26年度 白鳥舗装工事 現場
参加者：２０名（内香川県職員１３名）

ＭＧモニター







情報化施工に関するホームページの紹介

•国土交通省ＨＰ
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000017.html

○ 情報化施工推進会議
情報化施工推進戦略に関する資料、各通達を掲載

○ 情報化施工対象工事
情報化施工普及のための施工効率や、施工品質の検証などを目的とした試験施工及び
アンケート調査を実施する工事の一覧を掲載

○ ＩＣＴを活用した施工管理
情報化施工を用いた施工管理を的確にかつ効率的に実施できる施工管理要領等を掲載

国土技術政策総合研究所ＨＰ
http://www.nilim.go.jp/lab/qbg/ts/index.html

○ トータルステーションを用いた出来形管理 情報提供サイト
基準類、ソフトウェアなどＴＳに関する情報を掲載
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（１）ＴＳを用いた出来形管理要領(土工編)
【平成24年3月改訂】

○監督・検査要領（河川土工編・道路土工編） 【平成24年3月改訂】

（２）ＴＳを用いた出来形管理要領(舗装工事編)
【平成24年3月全国版策定】

○監督・検査要領（舗装工編） 【平成24年3月策定】

（３）ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた盛土の締固め管理要領
【平成24年3月改訂】

○監督・検査要領（河川土工編・道路土工編） 【平成24年3月策定】

（注）従来の管理手法で確認したり、二重管理はしないようにお願いします。
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情報化施工に関する要領等について


